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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第101期

第３四半期
連結累計期間

第102期
第３四半期
連結累計期間

第101期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （百万円） 63,294 61,086 81,386

経常利益 （百万円） 9,272 8,730 9,264

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 6,015 5,811 6,086

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,172 3,948 8,818

純資産額 （百万円） 75,103 75,756 75,749

総資産額 （百万円） 89,429 90,256 92,602

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 128.66 124.25 130.19

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 76.9 77.6 75.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 8,044 6,226 10,246

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △5,154 14,213 △6,776

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,663 △4,015 △2,669

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 13,009 29,760 13,640

 

回次
第101期

第３四半期
連結会計期間

第102期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 35.46 20.65

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

５．当社は、2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

６．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行ってお

ります。

 

　（1）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界経済の不確実性等の懸念がある中、企業収益や雇用・

所得環境の改善等を背景に緩やかな回復基調で推移いたしました。また、当社海外グループの事業エリアである

アジア経済も、先行きの不確実性等あるものの、緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような経済状況のもと、当社グループは持続的な成長の実現に向け、「コア事業である男性事業の維持・

拡大」「女性分野のさらなる強化」「インドネシアを中核にした海外事業の強化」に取り組みました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

なお、第１四半期連結会計期間より、国際財務報告基準に準拠した財務諸表で連結している在外連結子会社に

おいて、従来費用処理していた一部の項目を売上高から控除しており、比較を容易にするため、前年同期の売上

高を同様の基準で算定した場合の前期比を、以下「実質」として記載しております。

 

（財政状態）

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、有価証券が減少したこと等により902億56百万円となり、前連結会

計年度末に比べ23億46百万円減少いたしました。負債合計は、流動負債のその他に含まれる未払金が減少したこ

と等により144億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億53百万円減少いたしました。また、純資産合計

は、利益剰余金が増加したこと等により757億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ６百万円増加し、自己資

本比率は77.6％となりました。

 

（経営成績）

当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、実質0.5％減の610億86百万円（前年同期比3.5％減）となりまし

た。主として、インドネシアを中心とした競争環境激化と、第２四半期連結累計期間まで好調であった国内の女

性事業の減収によるものであります。

営業利益は、79億１百万円（同8.0％減）となりました。これは主として、インドネシアにおける減収に加え、

事業基盤強化のための一般管理費の積極的な投下によるものであります。その結果、経常利益は87億30百万円

（同5.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は58億11百万円（同3.4％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。（売上高は外部顧客への売上高を記載しております。）

日本における売上高は377億71百万円（同0.6％増）となりました。これは主として、女性事業の「バリアリペ

ア」ブランドが減収となったものの、男性事業の「ギャツビー」ブランドが堅調に推移したことによるものであ

ります。利益面においては、主として一般管理費の増加により、営業利益は50億97百万円（同11.5％減）となり

ました。

インドネシアにおける売上高は実質9.5％減の131億87百万円（同12.2％減）となりました。これは主として、

インドネシア国内の売上高が新製品上市の遅れや競争環境の激化により減少したことによるものであります。利

益面においては、主として減収の影響により、営業利益は８億94百万円（同23.4％減）となりました。

海外その他における売上高は実質9.1％増の101億28百万円（同5.7％減）となりました。これは主として、一部

の国を除いて概ね好調に推移したことによるものであります。利益面においては、主として増収効果により、営

業利益は19億９百万円（同15.0％増）となりました。
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　（2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ161億19百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末には297億60百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は62億26百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益86億99百

万円および減価償却費25億62百万円などによる増加と、法人税等の支払額24億15百万円および未払金の減少額19

億58百万円などによる減少であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は142億13百万円となりました。これは主に、有価証券の売却及び償還による収入

213億円などによる増加と、有価証券の取得による支出34億99百万円などによる減少であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は40億15百万円となりました。これは主に、配当金の支払額30億11百万円などに

よる減少であります。

 

　（3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

　（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（5）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は12億89百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2018年11月22日開催の取締役会において、ACG INTERNATIONAL SDN. BHD. の全株式を取得し、子会社化す

ることについて決議いたしました。これに伴い、同日付で株式譲渡契約を締結し、当該株式譲渡契約に基づき、2019

年１月４日に同社の株式の100％を取得いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 81,969,700

計 81,969,700

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,269,212 48,269,212
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 48,269,212 48,269,212 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 48,269 － 11,394 － 11,235

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,483,600 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,758,200 467,582 同上

単元未満株式 普通株式 27,412 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  48,269,212 － －

総株主の議決権 － 467,582 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれてお

ります。

２．当社は、2018年８月17日付で当社の社外取締役を除く取締役及び取締役を兼務しない執行役員に対する譲渡

制限付株式報酬としての自己株式32,600株の処分を実施いたしました。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マンダム
大阪市中央区

十二軒町５番12号
1,483,600 － 1,483,600 3.07

計 － 1,483,600 － 1,483,600 3.07

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は1,483,770株であります。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

 なお、前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における執行役員の異動は、次のとおりであります。

 新任執行役員

役名 職名 氏名 異動年月日

執行役員 総務部、人事部担当 兼 人事部長 牛神 雅彦 2018年７月１日

 

 退任執行役員

役名 職名 氏名 異動年月日

執行役員 総務部、人事部担当 兼 人事部長 三戸 武史 2018年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,143 34,097

受取手形及び売掛金 10,624 10,229

有価証券 22,799 －

商品及び製品 7,839 7,892

仕掛品 433 439

原材料及び貯蔵品 2,487 2,739

その他 1,052 1,229

貸倒引当金 △20 △23

流動資産合計 58,360 56,605

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,543 10,250

その他（純額） 7,724 7,815

有形固定資産合計 18,267 18,065

無形固定資産 2,216 2,616

投資その他の資産   

投資有価証券 12,010 11,217

その他 1,758 1,762

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 13,757 12,968

固定資産合計 34,241 33,650

資産合計 92,602 90,256
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,744 1,882

短期借入金 272 105

未払法人税等 1,184 1,216

賞与引当金 924 870

その他の引当金 323 231

その他 7,300 5,309

流動負債合計 11,749 9,614

固定負債   

退職給付に係る負債 2,321 2,312

その他 2,782 2,572

固定負債合計 5,103 4,884

負債合計 16,853 14,499

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,394 11,394

資本剰余金 11,235 11,012

利益剰余金 47,966 50,761

自己株式 △1,866 △1,827

株主資本合計 68,729 71,341

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,419 4,601

繰延ヘッジ損益 － △27

為替換算調整勘定 △4,467 △5,670

退職給付に係る調整累計額 △269 △228

その他の包括利益累計額合計 683 △1,325

非支配株主持分 6,336 5,740

純資産合計 75,749 75,756

負債純資産合計 92,602 90,256
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 63,294 61,086

売上原価 28,183 28,361

売上総利益 35,110 32,725

販売費及び一般管理費 26,519 24,824

営業利益 8,591 7,901

営業外収益   

受取利息 187 201

受取配当金 99 110

持分法による投資利益 270 349

その他 178 217

営業外収益合計 737 878

営業外費用   

売上割引 18 14

支払補償費 25 20

その他 12 14

営業外費用合計 56 48

経常利益 9,272 8,730

特別利益   

固定資産売却益 9 4

特別利益合計 9 4

特別損失   

固定資産売却損 3 2

固定資産除却損 38 32

その他 － 0

特別損失合計 42 35

税金等調整前四半期純利益 9,239 8,699

法人税等 2,685 2,423

四半期純利益 6,553 6,276

非支配株主に帰属する四半期純利益 538 465

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,015 5,811
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 6,553 6,276

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,260 △818

繰延ヘッジ損益 － △27

為替換算調整勘定 △647 △1,573

退職給付に係る調整額 30 74

持分法適用会社に対する持分相当額 △24 15

その他の包括利益合計 1,618 △2,328

四半期包括利益 8,172 3,948

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,895 3,802

非支配株主に係る四半期包括利益 276 145
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 9,239 8,699

減価償却費 2,422 2,562

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 3

賞与引当金の増減額（△は減少） △17 △44

受取利息及び受取配当金 △287 △311

為替差損益（△は益） △89 △112

持分法による投資損益（△は益） △270 △349

売上債権の増減額（△は増加） △1,335 73

たな卸資産の増減額（△は増加） 683 △699

仕入債務の増減額（△は減少） △44 187

未払金の増減額（△は減少） △1,281 △1,958

その他 858 290

小計 9,882 8,341

利息及び配当金の受取額 281 300

保険金の受取額 171 －

法人税等の支払額 △2,289 △2,415

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,044 6,226

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,747 △2,339

定期預金の払戻による収入 2,007 2,400

有価証券の取得による支出 △21,799 △3,499

有価証券の売却及び償還による収入 20,000 21,300

有形固定資産の取得による支出 △1,798 △2,596

無形固定資産の取得による支出 △779 △983

投資有価証券の取得による支出 △7 △7

その他 △29 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,154 14,213

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △147

配当金の支払額 △2,380 △3,011

非支配株主への配当金の支払額 △270 △266

連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出
－ △586

その他 △12 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,663 △4,015

現金及び現金同等物に係る換算差額 △96 △304

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 129 16,119

現金及び現金同等物の期首残高 12,880 13,640

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 13,009 ※１ 29,760
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【注記事項】

（会計方針の変更）

当社の在外連結子会社は、第１四半期連結会計期間よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を適用して

おります。

顧客に対する一部の支払について、従来、販売費及び一般管理費として会計処理しておりましたが、第１四半期

連結会計期間より売上高から控除しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高が19億19百万円減少し、販売費及び一般管理費は19億19百万円減

少しております。

なお、本基準の適用にあたっては、経過措置として認められている本基準の適用による累積的影響を適用開始日

に認識する方法を採用しております。

また、セグメント情報に与える影響については、（セグメント情報等）に記載しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当社は当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

現金及び預金勘定 12,363百万円 34,097百万円

有価証券勘定 22,299 －

計 34,662 34,097

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △4,353 △4,337

償還期間が３ヶ月を超える債券等 △17,299 －

現金及び現金同等物 13,009 29,760
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月23日

定時株主総会
普通株式 1,238 53.00 2017年３月31日 2017年６月26日 利益剰余金

2017年10月30日

取締役会
普通株式 1,145 49.00 2017年９月30日 2017年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月22日

定時株主総会
普通株式 1,612 34.50 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

2018年10月30日

取締役会
普通株式 1,403 30.00 2018年９月30日 2018年12月３日 利益剰余金

（注）2018年６月22日定時株主総会による１株当たり配当額には、創業90周年記念配当10円が含まれておりま

す。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 インドネシア 海外その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 37,534 15,021 10,738 63,294 － 63,294

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,385 2,421 282 6,088 △6,088 －

計 40,919 17,442 11,020 69,383 △6,088 63,294

セグメント利益 5,762 1,168 1,660 8,591 － 8,591

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 インドネシア 海外その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 37,771 13,187 10,128 61,086 － 61,086

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,592 2,506 280 6,379 △6,379 －

計 41,364 15,693 10,408 67,466 △6,379 61,086

セグメント利益 5,097 894 1,909 7,901 － 7,901

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当社の在外連結子会社は第１四半期連結会計期間よりIFRS第15号「顧客

との契約から生じる収益」を適用し、顧客に対する一部の支払について、従来、販売費及び一般管理費とし

て会計処理しておりましたが、売上高から控除する会計処理に変更しております。

この変更に伴い、「インドネシア」セグメントにおける外部顧客への売上高が２億87百万円減少し、「海

外その他」セグメントにおける外部顧客への売上高が16億31百万円減少しておりますが、セグメント利益に

与える影響はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期純利益 128円66銭 124円25銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
6,015 5,811

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
6,015 5,811

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,753 46,769

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

当社は、2018年11月22日開催の取締役会において、ACG INTERNATIONAL SDN. BHD. （本社：マレーシア国　

クアラルンプール、以下「ACGI社」）の全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしました。これ

に伴い、同日付で株式譲渡契約を締結し、当該株式譲渡契約に基づき、2019年１月４日に同社の株式の100％

を取得いたしました。

 

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　ACG INTERNATIONAL SDN. BHD.

事業の内容　　　　　　化粧品の企画および販売

(2) 企業結合を行った主な理由

現在、当社は2027年のありたい姿「VISION2027」の実現に向け、国内外において積極的な事業展開を行

なっております。具体的には、基本方針である「アジアの成長を取り込んだ真のグローバルカンパニーへ

の進化」、「男性事業のお役立ちの更なる深化と、女性事業における積極的投資および拡大」に則り事業

展開を進めています。

ACGI社は、マレーシアを中心に東南アジアの若年層の女性向けメイクアップブランド「SILKYGIRL」を

中核として、化粧品の企画および販売を行う会社です。世界的なコスメティックトレンドを素早く取り入

れた上で、東南アジアの感性豊かな消費者の嗜好にフィットし、10代～20代の女性を中心に大きな支持を

得ています。ACGI社の100％株式を取得することで、今後、東南アジアにおける当社グループの存在感を

一層高めてまいります。

(3) 企業結合日

2019年１月４日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

(5) 結合後企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の100％を獲得したためであります。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　現金　　　58百万米ドル
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２【その他】

　2018年10月30日開催の取締役会において、第102期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　　　1,403百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　30円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　 2018年12月３日

　（注）　2018年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

   2019年２月６日

株式会社マンダム    
 
 

 取締役会　御中  

 
 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉村　祥二郎　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平田　英之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野出　唯知　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マンダ

ムの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マンダム及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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